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■学術情報と学術コミュニケーション
最初に，「学術情報」とは何かについて整
理する。学術情報とは，学術研究活動によ
って産み出され，出版と教育を通じ地域と
世代を越えて伝達され人類の知的遺産とし
て保存される情報である。したがってそれ
は，学術研究のために必要とされる情報と，
学術研究の成果として生み出される情報の
総体である。この場合，特に“出版”と
“教育”という2つのチャネルによって伝達
されるという点が重要で，例えば，研究者
は，研究者コミュニティを始め世界にあま

ねく広がるような意図で論文を執筆し出版
するし，また一方，そうした情報は，学生
に対する教育を通じて次々と世代を越えて
伝達され，あるものは最終的には人類の知
的遺産＝共有財産として残っていくことに
なる。

学術情報の具体的典型は，学術論文や専
門書，会議録，教科書，ハンドブック等で
あるが，こうした学術情報が，社会的な制
度ないし仕組み＝社会的コミュニケーショ
ンとして成立したのは，18世紀～19世紀初
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附属図書館では，平成15年11月10日（月），「デジタル時代における学術雑誌の新たな進展と著
作権の課題」をテーマに平成15年度図書館シンポジウムを開催した。千葉大学土屋俊教授，国立
情報学研究所安達淳教授，埼玉大学附属図書館酒井清彦情報サービス課長の講演とパネル討論が
行われた。
研究成果を発表する場である学術雑誌を取り巻く状況は，ここ数年のうちに大きく変化して
いる。冊子体ジャーナル価格の高騰，出版社単位の高額な電子ジャーナルパッケージの増加，
出版社の寡占化など，大学図書館がその大きな任務としていた，「学術雑誌を入手し保存し提
供する」というしくみが成り立ち難い時代を迎えている。
デジタル化が学術コミュニケーションに及ぼす影響，出版社に頼らない学術情報の流通，デ
ジタル環境下の著作権問題などについて，現在最前線にて活躍している方々を迎えての講演は，
参加した約80名の研究者，学生，図書館関係者に，これからの図書館サービスについて考える
よい機会となった。また，講演の後に行われたパネル討論では，フロアから質問や要望が多数
出て，終了予定時間をオーバーする盛況であった。

［特集］平成15年度金沢大学附属図書館シンポジウム

デジタル時代における
学術雑誌の新たな進展と著作権の課題

◆講演１（要旨）

学術コミュニケーションの動向と著作権
～　学術情報資源の電子化の中で　～

千葉大学文学部教授
国立大学図書館協議会会長補佐　土屋　俊



頭にかけフランス，ドイツにおいて国家的
主導により開始された高等教育制度（典型
は，フランスのグランゼコール，ドイツの
ベルリン大学）においてである。また当時，
研究成果の発表・交換のため，“教室ジャー
ナル”が発行され，それが学術雑誌（起源
はRoyal Societyに遡るが）に発展した。さ
らにコミュニケーションの専門化に伴い，
19世紀後半から学術出版社が出現し，戦後
1950年代後半になり商業的な学術雑誌が成
立することになった。

■雑誌の危機(Serials Crisis)と電子ジャーナル
の登場
現在，世界で10兆円を越える規模の産業
としての学術コミュニケーション市場が形
成されているが，1980年代には，北米で雑
誌価格が高騰し大学図書館が購入できなく
なる，いわゆる “Serials Crisis”が出現し
た。
これは，商業出版において，資本の論理
によって寡占化が進み，価格弾力性が低下
し，結果として出版社が勝手につけた値段
で大学等が学術雑誌を購入するしかなくな
ったことが原因といわれている。しかし一
方，この時期は同時に，政府提供資金の増
大による科学研究の活動の絶対量が増加し
た時期でもあり，科学者及び論文の数自体

の著しい増加が雑誌のページ数の増加につ
ながり，それが価格高騰に反映したともい
える。

Serials Crisisに引き続き，1993年以降の一
般社会へのインターネットの普及を背景に
した学術雑誌の電子化＝電子ジャーナルが
登場する。
電子ジャーナルは，1998年以降に本格的
に展開するが，その最大の問題は，1980年
代に資本蓄積した大手学術出版社が先行・
主導し，買い手である大学や競争相手であ
る学会などが立ち遅れたことである。その
ため，買い手は専ら自己防御的にコンソー
シアムを作って抵抗しようとした。また，
出版社側でも雑誌をタイトルごとではなく，
パッケージ販売を行うことにより，一挙に
大規模交渉という局面が展開することにな
る。その結果，個々の大学や図書館等の予
算では対応できなく，国や州の予算を導入
しないと対応不可能な状況に至った。日本
では，国立大学図書館協議会電子ジャーナ
ルタスクフォースが各出版社とコンソーシ
アム交渉を行うことによって自覚が生じ，
さらに2002年から国立大学に電子ジャーナ
ル導入予算がつき，2003年には私学助成も
行われるようになった。

■電子化による変化と相克する権利
電子化がもたらした最大の変化は，冊子
体という“物品購入”から電子ジャーナル
の“利用許諾”への変化により契約の問題
がクローズアップされたことである。契約
の際，最も重要なのは“交渉”ということ
であり，様々な要因と利用条件（利用者数，
サイト，ダウンロード，ILL等々）により価
格交渉をする。その交渉を有利に進めるた
め規模を背景にしたコンソーシアムの形成
が重要となる。また個々のタイトルよりも
全体としてパッケージで購入するという，
いわゆる“Big Deal”の問題が指摘されて
いる。これは，出版社側には，価格ベース
の購読規模の維持（キャンセルの抑止）や
契約の単純化という利点があり，一方，図
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書館には，利用可能タイトル数の飛躍的増
大（特に学生がたくさんのタイトルを利用
できる）といった利点もある。利用されな
い不要なタイトルを買っていいのかという
議論もあるが，1論文あたりの費用を計算す
るとILLで依頼するよりも安くなるという結
果や，非購読誌が非常によく利用されると
いう効果もでている。
電子ジャーナルは，即時性，検索性の向
上など様々な利点があるが，とりわけ出版
コストが低くなるか否かが重要なポイント
である。しかし，頒布コストは，印刷体が
なくならない限り二重投資となり低くなら
ないだろうし，品質管理コストは，本当に
低減するのかきちんと考える必要がある。
ピアレビューなどの品質管理なしには“知
的遺産”は不可能である。
また，電子的な情報流通では，“情報を利
用する権利”あるいは“情報を利用させる
権利”が重要であるとともに，著作者・出
版社・利用者のそれぞれの権利が相克・対
立することになる。その調整は，これまで
は基本的に法律，著作権法の解釈に拠って
いたが，今後は，契約によって調整するこ
とになる。その場合，当然“力関係”の問
題もあるが，一方で，“理念の問題”も忘れ
てはならない。すなわち，大学が大学とし
ての立場を主張する場合は，学問とは何で
あり，大学とは何であるか，という理念的
なところをきちんと主張する必要がある。

■学術の理念と“開かれた出版”(Open
Publishing)
今後の学術コミュニケーションにおいて
は，学術とは“人類の共有する知的遺産の
産出”であり，したがって，全ての人が生
み出された知識を利用できるようにすべき
である，というOpen Publishing の理念をま
ずおさえる必要がある。
しかし，例えばOpen Publishingを標榜し
ているPLoS (Public Library of Science)は，
投稿料だけで運営しているが（ただし，シ
ステムは外部資金による），1論文当りの投

稿料が安くはないなど，現実には運営コス
トの問題がある。その負担と分担をどうす
るか，いずれにせよ今後は，著者と読者と
出版者という相互に相克・対立する権利を
持った人々同士が契約関係を生み出すこと
によってしか調整できないことになる。
また，人類の知的遺産は保存されなけれ
ば“遺産”ではないというアーカイブの問
題もある。これまでは，複数部数印刷・頒
布すれば天変地異を経ても少しは残るとい
う無意識的な保存ポリシーだったが，電子
的情報資源の保存の場合，頻繁なアップデ
ートと整合的なメンテナンスなどから，お
そらく少数のサーバに搭載しておくという
ことになろう。そうすると些細なトラブル
が情報自体の全滅につながるというおそれ
もある。したがって，保存を何らかの公的
機関で意図的に行うことが必要となる（日
本では，文部科学省の予算でNIIに電子ジャ
ーナルのアーカイブサイトが創設された）。

■著作権と権利の保持
また，Open Publishingやアーカイブにつ
いても著作権の問題がある。通常，論文の
執筆者は，出版の時点で，出版者（商業出
版社・学会等）に著作権を譲渡しているた
め，学術雑誌掲載論文の著作権法上の権利
者は出版者になっており，執筆者は，もは
や自分の論文を複製・譲渡・公衆送信でき
ないことになっている。それに対し欧米で
はFair Use（公正使用：非営利・教育的な
著作物利用については，著作権処理を免ぜ
られ，自由に使用できる）により許容され
ている。しかし，残念ながら日本の著作権
法にはFair Useの概念がなく，著作権法を
厳密に適用すると電子的提供はほとんど不
可能になってしまうことになる。
このような問題に対処するためには，

Linuxなどで有名なオープンソースの考え方
は有効であろう。基本的な考え方は，権利
者が権利の行使として，自由な利用，改変，
再配布を認めること，すなわち皆に使わせ
るということは，決して権利を放棄するこ
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とではなくて，むしろ自らが著作権の権利
を保持することによって可能になるという
ものである。権利を放棄してしまってはオ
ープンアクセスも実現できないということ
になる。

■まとめにかえてー機関レポジトリーに向け
て
品質管理のメカニズムや電子出版のノウ
ハウの蓄積，あるいは出版コストなどを考
えると，出版という現在の仕組みを大幅に
変えるのは困難であり，今後もある程度出
版者に依存しなければならない。しかし，
それだけでは学術の目的である“知的遺産”
の蓄積には貢献できないので，そのために

はどうしたらいいかを考える必要がある。
最も重要なことは，少なくとも執筆者は著
作権を手放さないという状況を作り出さな
いといけないということである。
そのために何をすべきかというと，個々
の研究者というよりはむしろ，大学は教育
と研究という学問の場であるという基本理
念から，大学自身が大学で産出された知的
財産を社会に対して提供するとともに，人
類に対する“知的遺産”として保持しよう
という努力（機関レポジトリーの構築）を
すべきであり，同時にそれを可能にするた
めには，個人の研究者の権利を大学として
守ってやらないといけないということにな
るだろうと考える。
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■はじめに
本日のテーマであるSPARC/JAPANは，
２年前に科学技術･学術審議会でまとめられ
た「学術情報の流通基盤の充実について
（審議のまとめ）」に提言された政策課題の
トピックスのひとつである。この“審議の
まとめ”の提言はすでに三つの形で具体的
な政策となって実現されている。各国立大
学に電子ジャーナルの経費措置，国立情報
学研究所（NII）に大学図書館と連携して構
築するアーカイブ・システムの経費措置，
そして本演題であるSPARC/JAPANの予算
が措置されたことである。

■SPARC/JAPANの趣旨・目的
欧米のSPARCは，電子ジャーナルだけで
はなく，紙媒体の出版も含めたものであり，

その活動の主体は大学図書館が中心となっ
ているが，SPARC/JAPANは，日本的文脈
のなかで米国SPARCのコンセプトを踏まえ
つつ，日本から発信する英語学術雑誌の強
化を図り，電子ジャーナルで提供すること
を重点に置いたものとなっている。また電
子ジャーナルの将来をみた展開，特にアー
カイブを考慮に入れていることが特筆され
る。すでにNIIは大学図書館のためのアーカ
イブ・サイトを作っており，また各大学で
今後展開されると予想される「機関レポジ
トリ」との連携を通して，今後の大学の発
展に寄与するフレームワークとして有効に
機能するような効果を期待している。

■学術コミュニケーションの問題
日本における現在の学術コミュニケーシ

◆講演２（要旨）

日本におけるSPARC/JAPANの取り組み

国立情報学研究所教授
国立情報学研究所国際学術情報流通基盤整備事業推進室長 安達　淳



ョンの問題は，日本の研究のレベルが上が
り，逆に日本的な環境での活動の仕方に不
具合が生じてきた点にある。つまり英語で
研究成果を発表し，米国流のグローバルな
活動に転換するのか，百年間続いてきた日
本的環境のなかで活動しつつグローバル化
するのか岐路に立たされている。
現状では，日本の学術雑誌は国際的に知
名度が高いとはいえず，国内の研究成果の
多くが海外の学術雑誌に流出している実態
がある。ちなみに， ISI（ Institute for
Scientific Information）社の引用索引データ
によると，日本人の論文投稿は日本の雑誌
に21％投稿し，79％は海外誌への投稿に依
存している。掲載論文数でみると，その割
合が極端に分かれ，日本誌がわずか３％で，
残り97％が海外誌である。日本人の投稿論
文は，全体のシェアでは世界の12％を占め
ているにも関わらず，日本誌がわずか３％
しか貢献していないという数字となって現
れている。
このような論文投稿の偏った状況では，
研究者の研究活動の適切な評価が懸念され，
上述の審議会では日本の学術雑誌の国際流
通度を高める必要があることを提言したわ
けである。

■学協会の電子ジャーナル化への対応の遅れ
日本の学協会は電子ジャーナル化への対
応が不充分でそのビジネスモデルも未発達
のままとなっている。特に英語で対応でき
る編集の人材がいないこと，Crossrefのよ
うな引用リンクなどの技術的な課題への対
応も未熟でノウハウを持ち合わせていない
ことがネックとなっている。他方，電子ジ
ャーナルに対応してきた一部の学協会でも，
ビジネス的側面に疎いため，結局無料で提
供するという選択肢を選ばざるを得ず，結
果的に学協会の学術雑誌の安定的な発行が
困難になるという状況を招いている。さら
に，学術雑誌の刊行は科学研究費補助金に
頼っている部分が多く，補助金の配分が固
定化され，弾力性もなくなっていることも

否めない。
SPARC/JAPANは，このような状況を打
開するため，グローバルな視点と地政学的
な見地から東アジア文化圏を意識しつつ，
日本発の英文学術雑誌（電子ジャーナル）
の国際的な認知度を向上したいというねら
いを持って活動している。

■SPARC/JAPANの枠組み
米国のSPARC活動は，基本的に図書館の
活動である。ARL（Association of Research
Libraries）のイニシアティヴで取り組まれ，
大学図書館が資金を提供して，学術出版活
動を支援するスキームとなっている。それ
に対して，SPARC/JAPANは，国から助成
を受けて，NIIがホストとなり，大学図書館，
JST（科学技術振興機構）と連携して，学
協会の雑誌を盛り立て，学術研究活動を高
めていくスキームである。その役割は，NII

がマネージメント，コーディネーションを
担当し，JSTは電子ジャーナルのシステム
であるJ-STAGEを提供して，発信面に責任
を持つ。大学図書館は購読者であると同時
に，調査・啓発活動を担う位置づけとなっ
ている。NIIは基本的に大学図書館側に軸足
を置いている。
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■SPARC/JAPANの推進体制
SPARC/JAPANは，「国際学術情報流通基
盤整備事業評議会」のもとに運営委員会を
設置して，具体的な事業を展開する。編集
工程の電子化支援，英文論文誌の国際化支
援，ビジネスモデル創出事業，国際連携の
推進，調査・啓発活動などの取り組みを想
定している。その事業のなかでは，編集工
程の電子化支援はそれほど喫緊の課題では
なく，すでに欧米では確立した技術システ
ムとして認識している。特に重要なのは，
調査・啓発活動であると考えている。
評議会には，議長であるノーベル賞受賞
者の野依先生のほか，評議員の先生には立
派な業績を挙げられた先生が多く，日本発
の学術雑誌を強化することにことのほか強
い思い入れをもっておられる。NIIでは早速
事業概要のパンフレットを作成し，学協会
に対して募集活動を行うと同時に，国立大
学図書館協議会では“Create Change”とい
う啓発用リーフレットを作成して，各大学
内で宣伝活動を行っている。

■学協会等とのパートナーシップ
この事業を推進するうえで，学協会との
パートナーシップは不可欠なものである。
まず英文誌の編集・査読・発行の国際化や
ビジネスモデル創出のための実務専門家に

よるコンサルティングを学協会と協議して
行っていきたいと考えている。そのための
人材確保は，実績のある米国のSPARCと連
携・協力を得て進める予定である。そのほ
か大学図書館とは，購読における契約モデ
ルなどの協議を開始し，JSTとはJ-STAGE
における電子ジャーナルの効果的な発信方
法やサイトライセンスの方法などについて
協議を行っていくこととしている。

■支援対象雑誌の選定
本事業は，3年間の時限的な事業として計
画されている。今年度は，去る9月17日に，
参画雑誌を公募したところ，51タイトルの
応募があり，そのうちの21タイトルを採択
した。これらの大部分は実績のある雑誌で
ある。どの雑誌もそれぞれのビジネス展開
に対する危機感が強く，最近では投稿論文
数や刊行部数の減少が問題になっている。
特に選定の際に，紀要の扱いについて議論
があったが，結局学術雑誌として高いレベ
ルにあるものは採択するという考え方にた
つこととした。今回の選定は，既存の学術
雑誌が中心であるが，評議会の先生方から
は，将来的には日本版ネイチャーのような
雑誌の刊行の期待が寄せられているが，機
運が高まれば取り組むことになると考えて
いる。
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■大学図書館における著作権の問題
大学図書館における著作権の問題は，大
きく，(1)図書館における複製，(2)図書館資
料の貸与，(3)公衆送信の三つがある。

まず第1の複製の問題としては，①コイン
式複写機による複写，②他の図書館からILL
で借用した資料の複写，③非来館者に対し
てILLで提供する複写，④営利など調査研究

◆講演3（要旨）

電子環境下における著作権問題
～　国立大学を例として　～

埼玉大学附属図書館情報サービス課長 酒井清彦



以外の目的のための複写が，著作権法第31
条に該当しないとの指摘が，10年以上前か
ら権利者側の団体である社団法人日本複写
権センターから大学図書館に対してなされ
ている。このうち，コイン式複写機による
複写については，日本複写権センターと現
在の国公私立大学図書館協力委員会・大学
図書館著作権検討委員会による協議が行わ
れ，一定の条件の下で運用できるようにな
っている(「大学図書館における文献複写に
関する実務要項」参照)。また，大学図書館
の基本的なサービスとなっているILLによる
複写提供については，文化審議会著作権分
科会の検討結果報告で公式に言及された。
第2の貸与に関しては，著作権者側から，
図書館の貸出サービスにより本来売れるはず
の本が売れなくなっているという前提のもと
に，著作権者にその補償をすべきだという
“公共貸与権”の主張がなされている。大量
に複本を購入していると権利者側が主張する
公共図書館がとりわけ大きな話題となってい
るが，貸出サービスは大学図書館でも行われ
ており共通する問題となっている。
第3の公衆送信に関して，著作権分科会で
は当初，図書館から直接個人へ複写物を送
信・提供したいという要望が挙げられてい
た。しかし，デジタル形式での直接送信で
はデジタル情報がPCなど送受信機器に蓄積
される可能性があることから，その運用に
ついて権利者側から強く懸念が表明され，
現在は，図書館と直接個人との間ではなく
ILL業務の一環として図書館間でのファクシ
ミリ等による送信について無償許諾を得る
方向で権利者間の協議が行われている。

■大学図書館の変容
このように大学図書館における著作権を
めぐる課題がある一方，大学図書館のあり
方が変化することによって著作権への対応
も変化している。大学図書館は，紙媒体で
保存蓄積された資料の提供を行う伝統的な
図書館から，電子媒体（デジタル化された
資料とデジタル化した資料）による情報提

供・発信を行う図書館への移行過程にあり，
現在，双方をミックスし統合的にサービス
する“ハイブリッド図書館”として整備さ
れ機能することが求められている。その中
で，とりわけ，資料のデジタル化及びデジ
タル資料の扱いについての著作権処理が重
要になるとともに複雑かつ多様化している。

■紙媒体での著作権
紙媒体に関する著作権についての最近の
状況を，「大学図書館実態調査報告」による
電子複写（コピー）や貸出等の統計件数か
ら傾向を見てみる。来館利用者によるコピ
ーについては，国立大学はおおむね横ばい
状況であり，大学図書館全体としては，平
成11年度をピークに若干減少気味となって
いる。一方，ILLによる複写については，全
体としては上昇傾向にあるものの，平成12
年度以降は，伸びが鈍化しており，とりわ
け国立大学は減少気味である。これは，国
立大学における電子ジャーナルの導入がILL
件数に反映しているものと思われる。
また，貸出については，件数自体はさほ
ど大きな変化はないものの，これについて
は学生の読書スタイル（資料の貸出よりも
コピーで済ます）などの利用分析が必要で
ある。また，公共貸与権に関連して言うと，
研究室備付け資料を貸出と扱うかどうかに
よって，図書館の貸出件数にも影響すると
思われる。
さらに，ILLの現物貸借については，順調
に増加しているが，図書館の現場では，他
館から借用した資料のコピーを利用者から
求められ対応に苦慮するケースもあるよう
に聞いている。これについては，貸出を行
う図書館が，現物貸借資料は複写できない
ことを予め明示するなどの運用上の措置を
とる必要があるのでは，といった検討もな
されている。

■当事者協議の状況：ILLにおけるファクシ
ミリ等送信
このような利用状況を踏まえつつ，文化
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審議会著作権分科会での審議（「審議経過の
概要」平成13年12月）や著作権分科会法制
問題小委員会での検討（「審議経過報告」平
成15年1月）などで，権利者側・利用者側か
ら出された要望事項の取扱い方の整理が行
われた。それを基に図書館における利用の
課題を解決する場として当事者協議が定期
的に行われている。
とりわけ，ILLでのファクシミリ送信に関
しては，法制問題小委員会での報告でも明
らかなように，ILL業務を行う図書館間に限

定して認める方向で既に当事者間で合意し
ている。現在この合意を踏まえ，主として
大学図書館と権利者との間で，画像イメー
ジの電送について具体的な契約内容の検討
や手続きなど運用のガイドラインの取りま
とめを行っているところである。

■デジタル資料での著作権
デジタル資料の代表としては，電子ジャ
ーナルや画像情報・データベースがあるが，
電子ジャーナルについては，利用契約の中
に著作権に関する取扱い条項が盛り込まれ
ていることが多い。また，画像情報・デー
タベースを作成する場合も，NDLや一部の
大学図書館で一つ一つ著作権処理をしたケ
ースを除き，これまではほとんどが著作権

の保護期間を経過した資料が対象となって
いた。
電子図書館を立ち上げる場合のコレクシ
ョンのデジタル化等に関わる権利処理とし
ては，複製権，送信可能化権及び公衆送信
権が関係してくるが，その際，画像処理に
関わる権利関係には特に留意する必要があ
る。具体的な著作権処理や利用許諾を求め
る際には，デジタル化する著作物の著作権
者を調査・特定するとともに，デジタル化
する著作物の範囲やデジタル化後のサービ
スの範囲（図書館のホームページ上での公
開とか教材の作成等々）を明確にしておく
ことが重要であり，さらにそれらの許諾内
容を文書化しておくことが肝要である。

■今後の方向
今後の著作権法の改正動向に関しては，
デジタル化を含めIT化が進展する中で情報
へのアクセスが容易になっていることから，
“アクセス権”の創設もしくは実質的保護が
議論されている。技術革新によりアクセス
コントロールが容易に可能となったため，
例えばページ単位のアクセス料金を徴収す
ることなども検討されているが，一方で，
これは憲法の“知る権利”に影響すること
も懸念され，もっと慎重に対応した方がよ
いとの意見もある。
また，貸与については，暫定措置（附則
第4条の2）が廃止され，書籍等の貸与を貸
与権の対象とすることとなるので，それが
図書館の貸出サービスにどのような影響を
及ぼすかを注意深く見ていく必要がある。
なお，当事者協議の方向としては，文化
審議会の著作権分科会から出されているい
くつかの課題のうち主要なものについて一
応の解決をみる予定であるため，今後は，
個別の課題が生じた場合，大学図書館とい
ったような館種単位毎に著作権者側と協議
を行うことが検討されている。
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竹田　亮祐（名誉教授）著
実地医家のための内科ガイド
診療新社，2003.8
<図開架 493:T136>
<医保図書室 493:T136>
<医図書WB115:T136>

三井　　徹（教育学部教授）訳
ポップ・ヴォイス　補遺 / ジョウ・ス
ミス編　
三井徹私家版，200-
<図開架 764.7:S642:s.v>

田崎　和江（理学部教授）編
Heavy oil spilled from Russian tanker
“Nakhodka”in 1997.

21st century COE Kanazawa Univ.,  2003. 10
<図開架 519.4:H442>

ありがとうございました

本学教官著作寄贈図書リスト
（2003/9～2003/11）

9月 2 日 平成15年度目録システム地域講習会
～ 4 日 （図書コース）（新潟大学）林裕紀子

（図書情報係）講師，伊川麻里子（雑

誌電子情報係）参加

9月 5 日 平成15年度北陸地区国立大学附属図
書館会計担当者会議（福井医科大学）

松原美重子（総務第二係長），橋洋平

（雑誌電子情報係長）出席

9月 9 日 法人化後のＩＬＬ複写料金決済処理

に関する説明会（新潟大学）鈴木太郎

（情報管理課長），村田勝俊（相互利

用係長）出席

9月22日 平成15年度漢籍整理長期研修（東京大
～26日 学）池上佳芳里（図書情報係）参加

10月24日 平成15年度石川県大学図書館協議会
特別研修会（石川県立看護大学）谷

口貞治（資料サービス係長）参加

10月27日 平成15年度（第40回）東海・北陸地区
～31日 国立学校等会計事務職員研修会（福

井市）林裕紀子（図書情報係）参加

10月30日 国立大学図書館協議会理事会（平成15

年度第3回）（名古屋大学）和田敬四郎
（図書館長），山下洋一（事務部長），

牧村正史（情報サービス課長）出席

11月 6 日 平成15年度附属図書館[中央館]防火訓
練実施

11月10日 平成15年度金沢大学附属図書館シン
ポジウム（金沢大学大学会館）

11月10日 平成15年度北信越地区国立大学図書
～11日 館協議会研修会（金沢大学）野村洋

子（参考調査係長），守本瞬（医学部

分館図書係），林裕紀子（図書情報係）

参加

11月11日 平成15年度大学図書館職員講習会
～14日 （大阪大学）内藤裕美子（総務第二

係）参加

11月21日 平成15年度北信越地区国立大学附属
図書館事務（部・課）長会議（長岡

市）山下洋一（事務部長），牧村正史

（情報サービス課長）出席

11月25日 第30回（平成15年度）北陸地区国立
～28日 学校等新任係長・専門職員研修（石川

県立白山青年の家）橋美穂（工学部分

館図書係長）参加

としょかん日誌（2003年9月～11月）
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読者の皆様からのおたよりをお待ちしております。

表題地模様�Toku Yusui（加賀友禅染絵『さやぐ，おどる』。由水十久（初代。1913－1988）は金沢出身の加賀友禅
作家です。）

ご著作は、ぜひ図書館へご寄贈ください。


